
新リース会計基準



新リース会計基準とは

※中小企業は「中小企業の会計に関する指針」に従っての対応になります（実質対応不要）

新リース会計基準とは

IFRS（国際財務報告基準）およびアメリカの会計基準とのギャップを埋めるための制度改正

リースと認められる条件・必要な会計処理の変更が予定されています

2027年4月以降に開始される事業年度から強制適用（早期適用もOK）

適用時期

株式上場会社、およびその子会社・関連会社等
※金融商品取引法の適用を受ける会社や会計監査人を設置する会社等

【影響の大きい業種】
建設業（重機）・製造業（設備）・不動産業（賃借不動産）・小売業（店舗等）

対象企業



新リース会計基準とは

主な変更点

原則として、リース（「何かを利用する権利）は全て、資産としてオンバランス計上が必要に

なります。そのため、これまでオペレーティングリースとして費用計上（貸借対照表には不記載）

していたリース料金を、資産計上する必要があります。 例：貴社複合機のリース料

ファイナンス・リース
（これまでも資産）

オペレーティング・リース
（これまでは費用）

使用権資産
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貸借対照表（自己資本比率）への影響

分母が大きくなる→自己資本比率が下がる
＝投資家や金融機関からの評価に響くリスク

BSの資産および負債の計上額が大きくなり、

ROA（総資産利益率)や自己資本比率等の財務指

標が悪化する懸念があるため、経営者目線では非

常に大きな改正になっております。

また、新リース会計基準に対応するためには、企

業はリース取引に該当する可能性のある

契約書の精査が必要となり、契約書管理も非常に

重要になってくると見込まれております。

他社調査では約9割が「新リース会計基準の対
応のために契約書管理が重要と認識」と回答

他社調査引用元（TOKIUM）：
https://corp.tokium.jp/news/5-00jplcz/



新リース会計基準の企業への影響

※日本経済新聞より引用：
https://www.nikkei.com/article/DGKKZO83225590U4A900C2MM8000/



対応までに必要なStep ”3月決算の場合”

「出典：ピー・シー・エー株式会社P-Tips「これだけ！新リース会計基準の改正内容」（作成：太陽グラントソントン・アドバイザーズ株式会社）」



経営上の影響が大きいことはわかった
会計処理はどう変わる？



仕訳の方法が変わる

リースとみなす範囲が変わる

契約書等の管理が変わる

会計処理その他
業務への影響

資産計上や減価償却等が必要に
延⻑・解約がある契約にも注意！

オペレーティングリースの他、「リース」と呼ばれない
レンタル契約・不動産貸借契約等がリース資産に
該当することも
制度対応開始前の確認、開始後の運用は早めの準備を！

リース資産と契約書等の紐づけ管理が

重要に！



PCAの対応製品

安い！高機能！
他社会計システムとの連携例も多数
お問合せ・お引き合い増加中です！

2024年 PCA固定資産シリーズ導入件数 前年比130%超！
※弊社カスタマーサクセス部実績



■PCA Hub eDOCとの連携で契約書等との紐づけ管理もバッチリ

「PCA固定資産シリーズ」ポイント

取得 減価償却費 基本的支出
修繕費

除却・売却

資産管理台帳の作成 修理・改良時の管理 除却や売却時の管理

■充実した機能で業務をしっかりサポート、ライフサイクルにあった管理・運用

■『PCA 財務会計シリーズ』との連携はもちろん、他のソフトとも柔軟に連動

■電子申告(地方税）に対応



PCA固定資産シリーズのご紹介（リース資産の登録・管理）

【資産】-【資産の登録】

ファイナンスリース、オペレーティングリースの両取引に対応しています。（※新リース基準 順次対応アップデート予定）

リース資産、リース債務のオンバランス計上ができ、リース資産購入、リース料支払などご利用の会計ソフトに

合わせた仕訳データの作成もできます。

契約Noや維持管理費用、リース支払予定額な
どの管理も可能です。

リース期間や支払回数などリース管理を行うための基本情報を登
録します。

「契約情報（1）」タブ

どの区分に該当するか設定を行うことで、
登録画面がその区分に合わせて変化します。

「基本（1）」タブ



PCA固定資産シリーズのご紹介（リース資産の登録・管理）

中途解約やフルペイアウト判定など、ライフサイクルに合わせた管理が可能です。

登録した情報がリース資産区分の設定と異なる場合は確認メッセージが表示されるなど、業務を助ける機能も充実。

フルペイアウト判定を行うための項目の設定ができます。
この内容を基に、フルペイアウト判定が行われます。
※リース資産区分が「3:オペレーティング・リース」、中途解約で「解
約可能」を選択された場合は入力できません。

フルペイアウトとは…※物件の購入価格、金利、保険料など物件の維持費用を借手が負担する取引形態です。
◆フルペイアウト判定
①現在価値基準…リース料総額が物件の購入価額の大半を上回る場合

②経済的耐用年数基準…解約のできない契約か、または解約可能でも解約時以後のリース料とほぼ見合う規定損害金をお客様が負担すること

リース料総額の現在価値×90％≧解約不能リース期間中の見積現金購入価額 ⇒上回る場合は、フルペイトアウト該当

解約不能リース期間 ≧ 経済的耐用年数×75％



月次支払額から、元本返済額、利息相当額を自動計算します。

利息相当額は、「契約情報（1）」-「利息計算方式」を
元に計算を行います。
税込経理・税抜経理どちらでも月々の消費税額が
自動計算されますので、面倒な計算の必要はありません。

【台帳・一覧】-【月次リース債務一覧】

PCA固定資産シリーズのご紹介（リース資産の登録・管理）



固定資産システムの新規導入・リプレイス おすすめ機能



導入されたお客様から評価の高い機能



導入されたお客様から評価の高い機能



導入されたお客様から評価の高い機能



その他おすすめ機能



その他おすすめ機能



ご参考：新リース会計基準 実務上の注意点



新リース会計基準 必要な対応の流れ

新基準ではリースの借手については、ファイナンス・リースかオペレーティング・リースかの区別は無くなります。
「どの資産がリースか」（リースの識別）、「（契約のうち）どこまでがリースか」（リース部分の特定）、「リース期間はいつまでか」
（リース期間、金額の判定）、「対象リースを資産・負債計上」（旧ファイナンス・リースと同等の会計処理）の4つのステップで
処理をします。

リースの識別

• リースとサービスの区分をおこな
います。「特定された資産」と「使
用を指図する権利」があるか、で
判定します。

• 日本で行われている設備のリー
ス契約であれば、資産が特定さ
れ、借手側がリース物件の使用を
専属的に使用するため、迷うこと
なく「リース」です。しかしながら、
リース契約という名称ではない
契約（レンタル、サプスクリプショ
ンなど）を締結している場合、そ
の契約が「リース」か「サービス」
かを判断する必要があります。

リース部分の特定

• 特定されたリースに対して、リー
スと非リースの区分を行います。
例えば、自動車のメインテナンス・
リースであれば、自動車のリース
部分とメインテナンス部分に区分
し、リース部分のみが対象となり
ます。

• ただし、相当の事務負担が生じる
ことから、単一リースとすること
も認められる例外処置がありま
す（設備リースの固定資産税相当
額や保険等は重要性に乏しい為、
例外となります）。

リース期間の判定

• リース開始日にリース期間を決定
します。このリース期間に従って
資産・負債計上する金額が決まり
ます

• リース期間は、契約期間ではなく、
解約不能期間に「延長オプション
期間」と「解約オプション期間」の
両方を加えた期間で判定します。
不動産賃貸契約は自動更新規定
が付記されている場合が多いの
で留意が必要です。

• 再リースは、独立したリースとし
て会計処理をすることができま
すので、リース開始日時点で再
リースすることが確実でなければ、
再リースを延長オプションとして
考慮する必要はありません。

対象リースを資産・負債計上

• リース期間を判定した後、すべて
のリースを資産・負債計上します。
一般的な設備のリースであれば、
基本リース期間に支払うリース料
に基づき、計上額を決定して会計
処理を行います。

• 資産として「使用権資産」、負債と
して「リース負債」を計上します。
費用は「使用権資産の減価償却
費」（リース期間定額法）、「リース
料の利息相当額」となります。つ
まり、これまでファイナンス・リー
スで行っていた会計処理と同様
の処理です。

現在のリース資産の精査、今後の契約時のフロー・管理システムの見直し等 相応の準備期間が必要と見込まれます



実務上の注意点

 リースの識別が必要
– リース契約のうち、新しいリース資産に該当する部分を識別する業務負担が増える。
– ただし、リースと非リースの区分については、合わせて会計処理を行うことを認める例外的な取扱い（会計基準29 項）が

置かれたため、対象資産に重要性がない場合は実務負担は生じない。

 延長オプション、解約オプションがあるリースのリース期間の判定
– 延長オプション、解約オプションがあるときのリース期間の判定については、契約期間＝リース期間にならない為

適用指針の設例8-1 から8-5※ に示されている考え方を参考にリース期間を判定する必要がある。
– 特に不動産の賃貸契約は多くの企業に存在すると思われる。

 会計処理方法の変更（利息法への対応）
– 会計処理については現行のファイナンス・リースと同等となる為、利息相当額をリース期間にわたって利息法により配分す

るのが原則となる。
– ただし、使用権資産総額に重要性が乏しい場合は、利息法による配分ではなく、利息相当額を定額法により配分する方法

またはリース料総額を資産や経費として計上する方法のいずれかを適用することが認められる。
– 「PCA固定資産」ならリースの利息計算方式について、利息法による配分、定額配分、利息計算しない、のいずれかを選択

可能なので、この部分の懸念は不要！

 財務面への影響（BSだけでなくPLやC/F、経営指標にも影響有り）
– 不動産の賃借、事務機器・車両等の賃借、航空機の賃借、鉄道車両の賃借等について、従来はオペレーティング・リースに該

当し、賃貸借処理を適用しているものがかなりあったと思われる。これらが資産・負債計上されることにより、ROA（総資
産利益率） 等の財務指標に影響を与えることになる点にも留意が必要である。

– その他、支払利息が営業外費用に計上されることによる営業利益への影響（営業利益の増加）や賃借料の資産・負債計上
による減価償却費と支払利息への変更によるEBITA（利息、税金、減価償却、無形資産の償却前の利益）の増加、支払リー
ス料のリース負債の返済への変更による営業キャッシュフロー、財務キャッシュフローへの影響などがある。

※詳細は「ASBJ企業会計基準第34号「リースに関する会計基準」等の公表」
https://www.asb-j.jp/jp/accounting_standards/y2024/2024-0913.html
サイト内資料をご参照ください。


